
　労災保険は、本来、労働者の業務または通勤

による災害に対して保険給付を行う制度です

が、労働者以外でも、その業務の実情、災害の

発生状況などからみて、特に労働者に準じて保

護することが適当であると認められる一定の人

には特別に任意加入を認めています。これが、

特別加入制度です。

　このパンフレットは、一人親方等の特別加入

について、その加入者の範囲、加入手続、加入

時健康診断、業務災害・通勤災害の認定基準

（保険給付の対象となる災害の範囲）などに関

して、特に注意していただきたい事項を説明し

ています。

　特別加入を希望する方はもちろん、すでに加

入されている方もご一読いただき、特別加入制

度についてご理解いただきますようお願いいた

します。
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　労働者を使用しないで次の①～⑦の事業を行うことを常態とする一人親方その他の自営業
者およびその事業に従事する人（以下「一人親方等」）が特別加入できます。

①　自動車を使用して行う旅客または貨物の運送の事業（個人タクシー業者や個人
貨物運送業者など）

②　土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、原状回復（注）、修理、変更、
破壊もしくは、解体またはその準備の事業（大工、左官、とび職人など）

⑥　再生利用の目的となる廃棄物などの収集、運搬、選別、解体などの事業

（注）除染を目的として行う高圧水による工作物の洗浄や側溝にたまった堆積物の除去など
の原状回復の事業も含みます。

（注）詳細については、表１を参考にしてください。

１

ア　道路運送法（昭和26年法律第183号）第４条の一般旅客自動車運送事業の許可を受けた
者

イ　貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第３条の一般貨物自動車運送事業の許
可を受けた者

ウ　事業の実態が運送の事業に該当し、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防
止等に関する特別措置法（昭和42年法律第131号）の適用を受ける者

エ　貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第36条の貨物軽自動車運送事業の届出
を行った者

オ　自ら保有する二輪の自動車を、バイク便事業者※に持ち込んで、当該バイク便事業者に
専属して貨物を運送する者であって、道路運送法（昭和26年法律第183号）第78条第３項
の有償運送の許可を受けた者

　※エのうち、二輪の自動車を使用する貨物軽自動車運送事業を行う者をいう。

カ　原動機付自転車を使用して行う貨物運送事業（他人の需要に応じて、有償で、貨物を
運送する事業）を行う者

表１　自動車を使用して行う旅客または貨物の運送の事業一覧表
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